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平成18年12月期   個別中間財務諸表の概要   平成18年８月１日 

会 社 名  株式会社ＫＧ情報                  上場取引所      JASDAQ 
コ ー ド 番 号  2408                        本社所在都道府県   岡山県 
（ＵＲＬ http://www.kg-net.co.jp） 
代  表  者   役職名 代表取締役社長      氏  名   益 田 武 美 
問合せ先責任者   役職名 取締役管理本部長     氏  名   三 上 芳 久   ＴＥＬ（086）241－5522 
決算取締役会開催日  平成18年８月１日         配当支払開始日  平成18年８月24日 
単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株） 
 
１．平成18年６月中間期の業績（平成17年12月21日～平成18年６月20日） 
(1)経営成績                                      （百万円未満は切捨て表示） 

 営業収益 営業利益 経常利益 
 
18年６月中間期 
17年６月中間期 

百万円   ％ 
     2,145      6.2 
      2,020     △4.1 

百万円   ％ 
     353       0.0 
          352     △13.5 

百万円   ％ 
      361     △0.1 
          361     △11.9 

17年12月期       4,155                        529                558      
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

 

 
18年６月中間期 
17年６月中間期 

百万円   ％ 
      186     △8.8 
           204     △3.6 

円   銭 
        25       30 
        33    54 

 

17年12月期            322                     43       90  
(注)①期中平均株式数 18年６月中間期  7,373,454株  17年６月中間期 6,100,000株   17年12月期 7,335,384株 
    ②平成17年８月10日付で１株につき1.2株の割合で株式分割をしております。当影響を考慮すると、平成17年６月中間期 
      の１株当たり中間純利益は27円94銭であります。 
    ③会計処理の方法の変更   無  
    ④営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2) 財政状態                                     （百万円未満は切捨て表示）       

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 
18年６月中間期 
17年６月中間期 

百万円 
5,608 
5,620 

百万円 
4,257 
3,983 

％ 
75.9 
70.9 

円   銭 
   577   28 
   652   30 

17年12月期 5,483 4,108 74.9    557   20 

(注)①期末発行済株式数 18年６月中間期  7,374,850株  17年６月中間期 6,106,500株  17年12月期 7,373,200株 
    ②期末自己株式数  18年６月中間期    18,350株  17年６月中間期   1,500株  17年12月期    14,000株 
    ③平成17年８月10日付で１株につき1.2株の割合で株式分割をしております。当影響を考慮すると、平成17年６月中間期 
   の１株当たり純資産は543円58銭であります。 
 
２．平成18年12月期の業績予想（平成17年12月21日～平成18年12月20日）（百万円未満は切捨て表示） 

 営業収益 経常利益 当期純利益 

 
通 期 

百万円 
4,486 

百万円 
711 

百万円 
369 

 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 50円 15銭 
 
３．配当状況 
現金配当 1株当たり配当金(円） 

 中間期末 期末 年間 
17年12月期 5.00 5.00 10.00 
18年12月期(実績） 5.00 ― 

18年12月期(予想） ― 5.00 
10.00 

(注)18年６月中間期末配当金の内訳   普通配当   ５円00銭 
 

 

※上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき将来予測を判断した見通しであり、多分に不確定な
要素を含んでおります。実際の業績等は、状況の変化等により上記予想値と異なる場合があります。 
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(1) 中間財務諸表 

① 中間貸借対照表     

 

  
前中間会計期間末 

(平成17年６月20日) 

当中間会計期間末 

(平成18年６月20日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成17年12月20日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  3,010,960   2,084,555   2,319,154   

２ 受取手形  1,584   463   134   

３ 売掛金  434,427   495,386   498,144   

４ たな卸資産  13,527   11,926   38,309   

５ その他  174,065   38,896   125,073   

６ 貸倒引当金  △5,133   △7,007   △5,958   

流動資産合計   3,629,432 64.6  2,624,220 46.8  2,974,857 54.3 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1) 建物  240,490   502,164   232,186   

(2) 土地  1,133,637   1,423,858   1,423,858   

(3) 建設仮勘定  －   294,000   207,900   

(4) その他  137,538   117,926   100,259   

有形固定資産合計  1,511,666   2,337,948   1,964,205   

２ 無形固定資産  76,439   63,704   68,986   

３ 投資その他の資産           

(1) 投資その他の資産 ※２ 409,003   590,678   490,602   

(2) 貸倒引当金  △6,463   △8,279   △15,405   

投資その他の資産 

合計 
 402,539   582,399   475,197   

固定資産合計   1,990,645 35.4  2,984,053 53.2  2,508,388 45.7 

資産合計   5,620,078 100.0  5,608,274 100.0  5,483,246 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成17年６月20日) 

当中間会計期間末 

(平成18年６月20日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成17年12月20日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金  146,246   178,439   181,530   

２ １年内返済予定 

  長期借入金 
 294,775   3,900   93,245   

３ 未払金  270,738   282,246   340,156   

４ 未払法人税等  180,661   180,648   112,781   

５ 前受金  384,151   368,567   339,943   

６ 賞与引当金  11,369   6,176   6,864   

７ その他 ※３ 84,579   64,528   37,449   

流動負債合計   1,372,521 24.4  1,084,506 19.3  1,111,970 20.3 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金  3,900   ―   ―   

２ 退職給付引当金  54,638   57,183   55,715   

３ 役員退職慰労引当金  204,251   207,488   205,842   

４ 預り保証金  1,506   1,767   1,365   

固定負債合計   264,296 4.7  266,439 4.8  262,923 4.8 

負債合計   1,636,817 29.1  1,350,946 24.1  1,374,893 25.1 
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前中間会計期間末 

(平成17年６月20日) 

当中間会計期間末 

(平成18年６月20日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成17年12月20日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   990,149 17.6  ―   1,008,146 18.4 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  963,717   ―   981,714   

資本剰余金合計   963,717 17.1  ―   981,714 17.9 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  7,935   ―   7,935   

２ 中間(当期) 

  未処分利益 
 2,013,325   ―   2,100,274   

利益剰余金合計   2,021,261 36.0  ―   2,108,210 38.4 

Ⅳ その他有価証券 

  評価差額金 
  9,752 0.2  ―   20,187 0.4 

Ⅴ 自己株式   △1,619 △0.0  ―   △9,905 △0.2 

資本合計   3,983,260 70.9  ―   4,108,352 74.9 

負債及び資本合計   5,620,078 100.0  ―   5,483,246 100.0 

           

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

 １ 資本金   ―   1,009,196 18.0  ―  

 ２ 資本剰余金           

  (1) 資本準備金  ―   982,764   ―   

   資本剰余金合計   ―   982,764 17.5  ―  

 ３ 利益剰余金           

  (1) 利益準備金  ―   7,935   ―   

  (2) 繰越利益剰余金  ―   2,249,953   ―   

   利益剰余金合計   ―   2,257,888 40.3  ―  

４ 自己株式   ―   △12,633 △0.2  ―  

   株主資本合計   ―   4,237,214 75.6  ―  

Ⅱ 評価・換算差額等           

 １ その他有価証券 

   評価差額金 
  ―   20,112 0.3  ―  

   評価・換算差額等合計   ―   20,112 0.3  ―  

   純資産合計   ―   4,257,327 75.9  ―  

   負債及び純資産合計   ―   5,608,274 100.0  ―  
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② 中間損益計算書 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年12月21日 
至 平成17年６月20日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年12月21日 
至 平成18年６月20日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 営業収益   2,020,547 100.0  2,145,782 100.0  4,155,954 100.0 

Ⅱ 営業原価   1,304,077 64.5  1,538,821 71.7  2,793,692 67.2 

営業総利益   716,470 35.5  606,961 28.3  1,362,262 32.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   363,558 18.0  253,910 11.8  832,384 20.1 

営業利益   352,911 17.5  353,051 16.5  529,877 12.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１  14,962 0.7  11,623 0.5  39,380 0.9 

Ⅴ 営業外費用 ※２  6,442 0.3  3,553 0.2  10,454 0.2 

経常利益   361,431 17.9  361,121 16.8  558,802 13.4 

Ⅵ 特別利益 ※３  19,420 0.9  2,225 0.1  19,420 0.5 

Ⅶ 特別損失 ※４  ―   11,768 0.5  ―  

税引前中間(当期) 
純利益 

  380,851 18.8  351,578 16.4  578,223 13.9 

法人税、住民税 
及び事業税 

 165,555   165,446   244,516   

法人税等調整額  10,731 176,286 8.7 △412 165,034 7.7 11,660 256,176 6.2 

中間(当期)純利益   204,565 10.1  186,544 8.7  322,046 7.7 

前期繰越利益   1,808,760   ―   1,808,760  

中間配当額   ―   ―   30,532  

中間(当期)未処分 
利益 

  2,013,325   ―   2,100,274  
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③ 中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自 平成17年12月21日  至 平成18年6月20日） 

株主資本 
評価・換算

差額等 

資本剰余金 利益剰余金  

資本金 
資本準備金 利益準備金 

繰越利益 

剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他有

価証券評

価差額金 

純資産合計 

平成17年12月20日残高 

（千円） 
1,008,146 981,714 7,935 2,100,274 △9,905 4,088,164 20,187 4,108,352 

中間会計期間中の変動額         

 新株の発行 1,050 1,050    2,100  2,100 

 剰余金の配当    △36,866  △36,866  △36,866 

 中間純利益    186,544  186,544  186,544 

 自己株式の取得     △2,728 △2,728  △2,728 

 株主資本以外の項目の当 

 会計期間変動額（純額） 
      △74 △74 

中間会計期間中の変動額合

計（千円） 
1,050 1,050  149,678 △2,728 149,050 △74 148,975 

平成18年６月20日残高 

（千円） 
1,009,196 982,764 7,935 2,249,953 △12,633 4,237,214 20,112 4,257,327 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年６月20日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年12月21日 
至 平成18年６月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式 

   移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式 

   同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式 

   同左 

 (2) 有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算出) 

 (2) 有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

 (2) 有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算出) 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

同左 

  時価のないもの 

同左 

 (3) たな卸資産 

   製品…… 

    総平均法による原価法 

 (3) たな卸資産 

   製品……同左 

 (3) たな卸資産 

   製品……同左 

   原材料… 

    主要原材料は移動平均法によ

る原価法、補助原材料は最終

仕入原価法 

   原材料…同左    原材料…同左 

   仕掛品… 

    総平均法による原価法 

   仕掛品…同左    仕掛品…同左 

   貯蔵品… 

    最終仕入原価法 

   貯蔵品…同左    貯蔵品…同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法 

   なお、主な耐用年数は建物31～

38年であります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 
    定率法（ただし、平成10年４月 
  １日以降に取得した建物（附属設 
  備を除く）については定額法）を 
  採用しております。 
   なお、主な耐用年数は建物31～ 
  38年であります。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法 

   なお、主な耐用年数は建物31～ 

  38年であります。 

 (2) 無形固定資産 

   定額法 

   なお、自社利用のソフトウェア

については社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   定額法 

 (3) 長期前払費用 

同左 

 (3) 長期前払費用 

同左 

 (4) 賃貸用不動産 

   定率法 

   なお、耐用年数は42年でありま

す。 

 (4) 賃貸用不動産 

同左 

 (4) 賃貸用不動産 

同左 
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前中間会計期間 

(自 平成16年12月21日 
至 平成17年６月20日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年12月21日 
至 平成18年６月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、将来の支給見

込額のうち当中間会計期間の負担

額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、将来の支給見

込額のうち当期の負担額を計上し

ております。 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

見込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた 

め、当期末における退職給付債務

見込額に基づき計上しておりま

す。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支払いに充

てるため、役員退職慰労金内規に

基づく中間会計期間末要支給額を

計上しております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支払いに充

てるため、役員退職慰労金内規に

基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

  税抜方式によっております。 

５ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

同左 

５ その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

同左 
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会計処理の変更 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年12月21日 
至 平成17年６月20日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年12月21日 
至 平成18年６月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日) 

 

――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第６号）を当中

間会計期間から適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間から企業会計基準第

５号「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 

 なお、当中間会計期間末における、 

これまでの資本の部の合計に相当する

金額は、4,257,327千円であります。 

 

――― 

 

表示方法の変更 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年12月21日 
至 平成17年６月20日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年12月21日 
至 平成18年６月20日) 

 

――― 

（中間貸借対照表） 

 「建設仮勘定」は、前中間会計期間末まで有形固定資産

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計

期間末において資産の総額の100分の５を超えたため区分

掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「建設仮勘定」の金額は、28,000

千円であります。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
(平成17年６月20日) 

当中間会計期間末 
(平成18年６月20日) 

前事業年度末 
(平成17年12月20日) 

※１ 有形固定資産の減価償却費累計

額 

708,498千円 

※１ 有形固定資産の減価償却費累計

額 

751,530千円 

※１ 有形固定資産の減価償却費累計

額 

735,514千円 

※２ (投資その他の資産)賃貸用不動

産の減価償却累計額 

37,968千円 

※２ (投資その他の資産)賃貸用不動

産の減価償却累計額 

40,182千円 

※２ (投資その他の資産)賃貸用不動

産の減価償却累計額 

39,105千円 

※３ 仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債「その

他」に含めて表示しております。 

※３  

同左 

※３  

――― 

 

(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年６月20日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年12月21日 
至 平成18年６月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 707千円

賃貸収入 2,733千円

前受金期間経過収入 9,784千円 
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 738千円

賃貸収入 2,897千円

前受金期間経過収入 7,233千円 
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1,485千円

賃貸収入 5,233千円

前受金期間経過収入19,963千円 
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 3,023千円

賃貸費用 2,961千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 335千円

賃貸費用 2,181千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 4,573千円

賃貸費用 5,096千円
 

※３ 特別利益の主要項目 

損害賠償金収入 19,420千円 
 

※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益 2,225千円 
 

※３ 特別利益の主要項目 

   損害賠償金収入  19,420千円 

※４  

 ――― 
 

※４ 特別損失の主要項目 

    固定資産除却損   11,768千円   

※４  

――― 
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 25,539千円 

無形固定資産 8,810千円 

投資 
その他の資産 
(賃貸用不動産) 

1,136千円 

 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 31,133千円 

無形固定資産 8,281千円 

投資 
その他の資産 
(賃貸用不動産) 

1,076千円 

 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 52,555千円 

無形固定資産 17,664千円 

投資 
その他の資産 
(賃貸用不動産) 

2,273千円 

 
 

  (中間株主資本等変動計算書関係) 

  当中間会計期間（自 平成17年12月21日 至 平成18年６月20日） 

自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 14,000 4,350 ― 18,350 

（変動理由の概要） 

 増加は単元未満株式の買取請求による取得であります。
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(リース取引関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年６月20日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年12月21日 
至 平成18年６月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日) 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

 

(有形固定
資産) 
その他 
(千円) 

無形固定資
産 

(千円) 

合計 
(千円) 

取得価額 
相当額 

109,684 219,174 328,858 

減価償却 
累計額 
相当額 

80,725 156,560 237,286 

中間期末 
残高 
相当額 

28,958 62,613 91,572 

  

 

(有形固定
資産) 
その他 
(千円) 

無形固定資
産 

(千円) 

合計 
(千円) 

取得価額 
相当額 

73,745 123,226 196,971 

減価償却 
累計額 
相当額 

62,782 100,056 162,838 

中間期末 
残高 
相当額 

10,963 23,170 34,133 

  

 

(有形固定
資産) 
その他 
(千円) 

無形固定資
産 

(千円) 

合計 
(千円) 

取得価額 
相当額 

89,120 209,051 298,171 

減価償却 
累計額 
相当額 

69,416 167,511 236,927 

期末残高 
相当額 

19,703 41,539 61,243 

  
(2) 未経過リース料中間期末残高相当

額 

 

１年以内   58,481千円 

１年超   34,791 

合計   93,272 
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当

額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内   34,791千円 

１年超     ― 

合計   34,791 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 

 

１年以内   46,854千円 

１年超   15,590 

合計   62,444 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

 

支払リース料   37,321千円 

減価償却費相当額   36,089 

支払利息相当額    640 
 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、減

損損失及び支払利息相当額 

支払リース料   27,900千円 

減価償却費相当額   27,110 

支払利息相当額      247 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

 

支払リース料   68,574千円 

減価償却費相当額   66,418 

支払利息相当額      1,064 
 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  …リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ・利息相当額の算定方法 

  …リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 ・利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

 ・利息相当額の算定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年６月20日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当中間会計期間末(平成18年６月20日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末(平成17年12月20日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年６月20日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年12月21日 
至 平成18年６月20日) 

前事業年度 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日) 

 当社は、平成17年２月１日の開催の

取締役会において株式分割による新株

式の発行を行う旨を決議いたしまし

た。 

 当株式分割の内容は、下記のとおり

であります。 

１ 平成17年８月10日付をもって、平

成17年６月20日最終の株主名簿及び

実質株主名簿に記載または記録され

た株主の所有株式数を１株につき

1.2株の割合をもって分割いたしま

した。ただし、分割の結果生ずる１

株未満の端数株式は、これを一括売

却または買受けし、その処分代金を

端数の生じた株主に対し、その端数

に応じて分配いたしました。 

２ 分割により増加する株式数 

普通株式 1,221,600株 

 

３ 配当起算日 

 平成17年６月21日とする。 

前期首に当該株式分割が行われたと

仮定した場合における（１株当たり

情報）の各数値はそれぞれ以下のと

おりであります。 

前中間 
会計期間 

当中間 
会計期間 

前事業年度 

１株当たり純

資産額 

421円59銭 

１株当たり純

資産額 

543円58銭 

１株当たり純

資産額 

520円19銭 

１株当たり 

中間純利益 

33円22銭 

１株当たり 

中間純利益 

27円94銭 

１株当たり 

当期純利益 

73円34銭 

潜在株式調整

後１株当たり

中間純利益 

――― 

潜在株式調整

後１株当たり

中間純利益 

27円18銭 

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益 

71円24銭 

 

 
 
 
 

  

  
 

以 上 

 


